
町有財産売買仮契約書（案） 

 

 遠賀町（以下「売主」という。）と＜ 落札者名 ＞（以下「買主」という。）

との間において、次の条項により町有財産の売買契約を締結する。 

なお、この契約は仮契約であり、遠賀町議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例（昭和 39年条例第８号）第３条の規定により、遠

賀町議会の議決をもって、本契約として成立するものとする。 

ただし、仮契約締結の日から一年が経過するまでに遠賀町議会の議決を得ら

れなかったときは、この契約は効力を失うものとし、この契約が効力を失った

ことに関して、いかなる損害に対しても売主は一切の責任を負わないものとす

る。 

 

（売買物件） 

第１条 売買物件は、次のとおりとし、売主は本物件を現状有姿のまま買主に

売り渡し、買主はこれを買い受けるものとする。 

所在地 地目 公募面積 

遠賀町虫生津南７３７番７ 雑種地 ２，２１８㎡ 

遠賀町虫生津南７３７番１０ 雑種地 ８６㎡ 

遠賀町虫生津南７３７番１７ 雑種地 ９９１㎡ 

遠賀町大字虫生津字打越７３７番２６ 雑種地 ７２１㎡ 

遠賀町芙蓉一丁目７５２番５ 雑種地 ２，８７２㎡ 

合計 ６，８８８㎡ 

（売買代金）  

第２条 前条の物件の売買代金は、金＜ 落札金額 ＞円とする。 

（契約保証金） 

第３条 買主は、この契約締結の際に契約保証金として、売買代金の 100 分の

10以上の金額を売主が発行する納入通知書により、納入しなければならない。

ただし、既納の入札保証金を契約保証金の一部に充当することができる。 

２ 売主は、買主が次条に定める義務を履行したとき、買主の請求により第１

項に定める契約保証金を買主に還付するものとする。 

３ 契約保証金には、利息を付けないものとする。 

４ 契約保証金は、第２条の売買代金の一部に充当することができる。 

５ 契約保証金は、買主の責に帰すべき事由によりこの契約が解除されたとき

は、売主に帰属するものとする。 



（売買代金の納入） 

第４条 買主は、第２条の売買代金を売主が発行する納入通知書により、又は

売主が指定した銀行口座に、売主が指定する日までに支払わなければならな

い。 

（所有権の移転及び物件の引渡し） 

第５条 売買物件の所有権は、買主が第２条に定める売買代金を納入したとき

に、売主から買主に移転するものとする。 

２ 売買物件は、前項の規定によりその所有権が移転したときに、買主に対し、

現況のまま引渡しがあったものとみなす。 

３ 確定済みの土地の境界について疑義等が生じた場合は、買主と隣接者が相

互に協議を行うものとする。 

（所有権の移転登記） 

第６条 所有権移転登記に関する手続は、売主が行うものとする。 

２ この契約書に貼付する印紙代及び所有権移転登記に要する一切の費用は買

主の負担とし、買主は、売買代金納入の際、登録免許税相当額の収入印紙を

売主に提出しなければならない。 

（売買の条件） 

第７条 売買物件の引渡しは、現況のままとする。 

２ 買主は、環境基本法（平成５年法律第９１号）第３条、第８条及び第９条

を遵守しなければならない。 

３ 買主は、売買物件を暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団その他の反社会的団体

及びそれらの構成員がその活動のために利用するなど、公序良俗に反する用

に供してはならない。 

４ 買主は、売買物件を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭

和２３年法律第１２２号）第２条第１項第１号に規定する風俗営業、同条第

５項に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業及びこれらの業

の利便を図るための用に供してはならない。 

５ 買主は、土地利用等について、関係機関・周辺住民等と十分に協議を行わ

なければならない。 

（危険負担） 

第８条 本契約成立後、引渡しまでの間に売買物件が売主及び買主の責めに帰

することができない事由により滅失し、又はき損した場合、その損失は買主

の負担とする。 



（契約不適合責任） 

第９条 売主は買主に対し、売買物件が種類、品質又は数量に関してこの契約

の内容に適合しないものであっても、一切の契約不適合責任を負わないもの

とし、買主は売主に対し、売買物件がこの契約に不適合であることを理由と

して履行の追完、売買代金の減額、この契約の解除又は損害賠償請求をする

ことができないものとする。 

２ 売主がこの契約に基づき買主に移転した権利がこの契約の内容に適合しな

いものである場合（権利の一部が他人に属する場合においてその権利の一部

を移転しないときを含む。）についても、前項と同様とする。 

（契約の解除） 

第 10条 買主が不正な手段により契約を締結した場合又は買主がこの契約に基

づく義務を履行しない場合には、売主は、催告しないでこの契約を解除する

ことができる。 

（原状回復義務等） 

第 11条 買主は、前条の規定によりこの契約を解除された場合においては、自

己の負担で直ちに売買物件を原状に回復して売主に返還するとともに、売主

の指定する期日までに、売買物件の所有権移転登記の承諾書等を売主に提出

しなければならない。 

（損害賠償） 

第 12 条 第 10 条の規定によりこの契約が解除され、又は買主がこの契約に定

める義務を履行しないため、売主に損害が生じたときは、買主は、その損害

に相当する金額を損害賠償金として売主に支払わなければならない。 

（返還金） 

第 13条 売主は、この契約を解除したときは、納入済みの売買代金を買主に返

還するものとする。ただし、買主が前条に規定する損害賠償金を売主に支払

うべき義務がある場合及び第 16条に規定する違約金を売主に支払うべき義務

がある場合は、返還する代金の全部又は一部と相殺することができる。 

（必要費等の補償） 

第 14 条 買主は、第 10 条の規定によりこの契約を解除された場合において、

売買物件に関し必要費、有益費その他費用を支出した場合であっても、その

補償を売主に請求することができない。 

（費用の負担） 

第 15条 この契約の締結及びこの契約に基づいてなされる登記に要する費用並

びに所有権移転後において買主名義で賦課された公租公課は、買主の負担と



する。 

２ 売買物件に産業廃棄物等が含まれていた場合の撤去費用は、買主の負担と

する。 

（義務の承継） 

第 16条 買主は、売買物件について、第三者に所有権を移転し、又は第三者の

権利(抵当権は除く。)を設定する場合には、第７条第２項から第５項までに

規定する義務を書面により当該第三者に承継させ、その義務を遵守させなけ

ればならない。 

（違約金） 

第 17条 買主は、この契約の規定に違反したときは、売主に対し違約金を支払

わなければならない。 

２ 売主がこの契約を解除した場合における前項の違約金は、売買代金の 100

分の３に相当する金額（１円未満の端数があるときは、切り上げるものとす

る。）及び契約の解除までの間の売買物件の使用料に相当する金額（第３条の

規定による引渡しの日から第 13条の規定による返還の日までの日数に応じ売

買代金に年率４％を乗じて得た額とし、１円未満の端数があるときは、切り

上げるものとする。）とする。 

３ 売主がこの契約を解除しない場合における第１項の違約金は、売買代金の

100分の３に相当する金額（１円未満の端数があるときは、切り上げるものと

する。）とする。 

４ 前３項の規定による違約金は、損害賠償の予定又はその一部と解釈しない

ものとする。 

（法令等の遵守） 

第 18条 買主は、売買物件に係る法令等を熟知のうえこの契約を締結したもの

であることを確認し、売買物件を利用するにあたっては、当該法令等を遵守

するものとする。 

（疑義等の決定） 

第 19条 この契約に定めのない事項及びこの契約に関して疑義が生じたときは、

売主と買主が協議のうえ定めるものとする。 

（本契約の効力の発生） 

第 20条 この契約は仮契約であり、遠賀町議会の議決を得たときに、この契約

書と同一の条項により、本契約を締結したものとする。ただし、この場合に

おいて、別に契約書を作成せず、この契約書をもって本契約書とする。 

 



 

 この契約の証として、本書２通を作成し売主買主記名押印のうえ各自１通を

保有する。 

 

 

 令和８年  月  日 

 

 

            売主  遠賀郡遠賀町大字今古賀５１３番地 

 

                 遠賀町長  古 野  修  ㊞ 

 

 

            買主   

 

 

    

  ㊞ 

 


